
 

             公共事業評価実施要領  

   

（趣旨） 

第１ この要領は、「政策等の評価に関する条例」（平成 15 年岩手県条例第 60 号。以下

「条例」という。）に定めるもののほか、「知事が行う政策等の評価に関する規則」（平

成 15 年岩手県規則第 116 号。以下「規則」という。）に規定する公共事業評価に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

 （評価の対象） 

第２ 規則第９条に規定する評価の対象事業は、別表１に掲げる事業及び新たに公共事

業として創設しようとする事業とする。 

２ 規則第９条第３項の規定による事後評価の対象事業は、次の各号に定める事業のう

ち、別表２（「公共事業事後評価実施計画（以下「事後評価実施計画」という。）」）に

掲げる事業とする。 

(1) 規則第９条第１項第１号に掲げる事業 事業完了後概ね３年を経過したもの 

(2) 同項第２号から第９号、第 11 号及び第 12 号に掲げる事業 事業完了後概ね３か

ら５年を経過したもの 

(3) 同項第 10 号に掲げる事業 事業完了後概ね５年を経過したもの 

(4) 同項第 13 号に掲げる事業 事業完了後概ね３年から６年を経過したもの 

 

 （再評価対象事業の報告） 

第３ 各部長（農林水産部長及び県土整備部長をいう。以下同じ。）は、毎年度、政策企

画部長が別に定める日（規則第９条第２項第５号の再評価にあっては、必要が生じた

日）までに、再評価の対象となる事業を政策企画部長に報告するものとする。 

 

（事後評価実施計画の策定） 

第４ 各部長は、毎年度、政策企画部長が定める日までに、当該年度の翌年度から起算

して３年度目に事後評価の対象として見込まれる事業を政策企画部長に報告するもの

とする。 

２ 政策企画部長は、前項による各部長からの報告に基づき、条例第９条の規定により

設置する岩手県政策評価委員会（以下「委員会」という。）の意見を聴いたうえで、翌

年度以降３年度間における当該計画を策定する。 

３ 政策企画部長は、事後評価実施計画を策定したときは速やかに実施計画を各部長に

通知する。 

 

（評価基準の策定） 

第５ 政策企画部長は、第６から第８の評価に用いる評価指標、配点及び判定基準等の

評価基準について、各部長からの内申に基づき、委員会の意見を聴いたうえで、別に

定める。 

 

（事前評価の手続き） 

第６ 各部長は、所管する事業が事前評価の規定に該当する場合には、評価を行ったう

えで「公共事業事前評価調書」（様式１の１）及び「公共事業事前評価箇所一覧表」（様

式２）を作成し、次年度当初予算にかかる評価の場合は政策企画部長が定める日まで

に、補正予算にかかる評価の場合は、議会定例会の招集日の３週間前までに政策企画

部長に提出するものとする。ただし、次の各号に定めるものについては、それぞれに

定める取り扱いとすることができる。 

(1) 別記３の判定基準に基づく総合評価がＣ評価となるもの 「公共事業事前評価調



 

書」（様式１の１）の作成を省略することができる。 

(2) 対象事業の実施期間が事業に着手した年度から起算して５年未満であってかつ

事業に要する経費の額が１億円未満であるものについては、「公共事業事前評価調

書」（様式１の１）に代えて、「公共事業事前評価調書」（様式１の２）を作成するこ

とができる。 

 

（継続評価の手続き） 

第７ 各部長は、所管する継続評価の対象事業について評価を行い、「公共事業継続評価

調書（箇所一覧）」（様式３）を作成し、政策企画部長が定める日までに、政策企画部

長に提出するものとする。ただし、事業内容の一部変更があるなど、各部長が特に必

要と認める場合にあっては、「公共事業継続評価調書（箇所別）」（様式４）を作成し、

政策企画部長に併せて提出するものとする。 

 

（再評価の手続き） 

第８ 各部長は、所管する再評価の対象事業について評価を行い、「公共事業再評価調

書」（様式５）を作成し、「公共事業再評価箇所一覧表」（様式６）を添えて、政策企画

部長が定める日（規則第９条第２項第５号に該当する場合は、その都度）までに、政

策企画部長に提出するものとする。 

 

（事後評価の手続き） 

第９ 各部長は、所管する事後評価の対象事業について評価を行い、「公共事業事後評価

調書」（様式 16）を作成し、政策企画部長が定める日までに、政策企画部長に提出す

るものとする。 

 

（政策評価委員会への諮問及び答申への対応） 

第 10 政策企画部長は、再評価を行った事業の評価内容について、委員会に諮問する。

なお、事前評価を行った事業で特に必要と認めるものについても、同様の取り扱いと

することができる。 

２ 政策企画部長は、前項の規定による諮問に対し委員会から答申があったときは、当

該答申の内容を関係部長に通知するとともに、「公共事業再評価答申結果一覧表」（様

式７）又は「公共事業事前評価答申結果一覧表」（様式８）を作成し、答申書と併せて

速やかに公表する。 

３ 各部長は、前項の規定による通知があったときは、答申内容に対する対応方針案を

作成するものとする。 

４ 政策企画部長は、前項の答申内容に対する対応方針案を取りまとめ、政策会議（政

策会議要綱（昭和 58 年 5 月 25 日施行）第２条の規定により設置する会議）又は庁議

に付議する。 

５ 政策企画部長は、前項により決定した対応方針を速やかに公表する。 

 

 （評価調書等の公表方法） 

第 11 政策企画部長は、評価を実施した時は、評価調書及びこれを取りまとめた「公共

事業評価の実施状況」（様式９）を速やかに公表するものとする。なお、再評価にあっ

ては、委員会に諮問したときに、「公共事業再評価調書」、「公共事業再評価箇所一覧

表」及びこれを取りまとめた「公共事業評価の実施状況」（様式９）を公表するものと

する。 

２ 前項の公表は、行政情報センター、行政情報サブセンターにおける閲覧及び県のホ

ームページへの掲載により行う。 

 



 

 

（評価結果の反映） 

第 12 各部長は、公共事業評価の結果を施策等の企画立案、予算編成等に適切に反映さ

せるものとし、政策企画部長が別に定める日までに、その反映状況を「公共事業事前

評価実施状況及び評価結果反映状況一覧表」（様式 10）、「公共事業継続評価実施状況

及び評価結果反映状況一覧表」（様式 11）又は「公共事業再評価実施状況及び評価結

果反映状況一覧表」（様式 12）に取りまとめて政策企画部長に提出するものとする。 

２ 政策企画部長は、前項の規定により、各部長から提出された一覧表をもとに、「公共

事業評価の実施状況及び反映状況について」（様式 13）を取りまとめ、翌年の２月末

日までに公表する。ただし、これにより難い場合には、適切な時期に速やかに公表す

る。 

３ 前項の公表は、行政情報センター、行政情報サブセンターにおける閲覧及び県のホ

ームページへの掲載により行う。 

 

 （県議会への報告） 

第 13 政策企画部長は、条例第８条の規定により、「公共事業評価の実施状況報告書」

（様式 14）及び「公共事業評価の実施状況及び反映状況について」（様式 15）を作成

し、県議会に提出する。 

２ 前項の報告書は翌年の２月県議会定例会の招集日までに提出するものとする。ただ

し、これにより難い場合には、適切な時期に県議会に提出する。 

 

 （その他） 

第 14 この要領に定めるもののほか、公共事業評価の実施に関して必要な事項は、別に

定める。 

 

附 則（平成 16 年４月 22 日経評第 25 号） 

この要領は、平成 16 年４月 22 日から施行する。 

附 則（平成 16 年 11 月 17 日経評第 147 号） 

この要領は、平成 16 年 11 月 17 日から施行する。 

附 則（平成 17 年３月 30 日経評第 254 号） 

この要領は、平成 17 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 17 年 11 月 14 日経評第 159 号） 

この要領は、平成 18 年 11 月 14 日から施行する。 

附 則（平成 18 年３月 23 日経評第 271 号） 

この要領は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 19 年５月 30 日経評第 37 号） 

この要領は、平成 19 年５月 30 日から施行する。 

附 則（平成 19 年 11 月７日経評第 87 号） 

この要領は、平成 19 年 11 月７日から施行する。 

附 則（平成 20 年３月 28 日経評第 152 号） 

この要領は、平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 20 年 10 月 27 日経評第 77 号） 

この要領は、平成 20 年 10 月 27 日から施行する。 

附 則（平成 21 年２月６日経評第 130 号） 

この要領は、平成 21 年２月６日から施行する。 

附 則（平成 21 年３月 23 日経評第 139 号） 

この要領は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21 年 11 月９日政推第 143 号） 



 

この要領は、平成 21 年 11 月９日から施行する。 

附 則（平成 22 年３月 25 日政推第 224 号） 

この要領は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年 11 月１日政推第 285 号） 

この要領は、平成 22 年 11 月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年 11 月 25 日政推第 289 号） 

この要領は、平成 22 年 11 月 25 日から施行する。 

附 則（平成 22 年 11 月 25 日政推第 289 号） 

この要領は、平成 22 年 11 月 25 日から施行する。 

附 則（平成 23 年１月６日政推第 354 号） 

この要領は、平成 23 年１月６日から施行する。 

附 則（平成 23 年 11 月 30 日政推第 250 号） 

この要領は、平成 23 年 11 月 30 日から施行する。 

附 則（平成 24 年３月 22 日政推第 374 号） 

この要領は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25 年３月 26 日政推第 296 号） 

この要領は、平成 25 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25 年 11 月１日政推第 221 号） 

この要領は、平成 25 年 11 月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年３月 19 日政推第 358 号） 

この要領は、平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年 10 月 30 日政推第 228 号） 

この要領は、平成 26 年 10 月 30 日から施行する。 

附 則（平成 27 年３月 26 日政推第 369 号） 

この要領は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年 10 月 30 日政推第 240 号） 

この要領は、平成 27 年 10 月 30 日から施行する。 

附 則（平成 28 年３月 14 日政推第 399 号） 

この要領は、平成 28 年４月 1 日から施行する。 

附 則（平成 28 年 10 月 26 日政推第 228 号） 

この要領は、平成 28 年 10 月 26 日から施行する。 

附 則（平成 29 年３月 13 日政推第 367 号） 

この要領は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年 10 月２日政推第 201 号） 

この要領は、平成 29 年 10 月２日から施行する。 

附 則（平成 30 年３月 30 日政推第 390 号） 

この要領は、平成 30 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30 年６月５日政推第 68 号） 

この要領は、平成 30 年６月５日から施行する。 

附 則（平成 30 年 10 月 15 日政推第 184 号） 

この要領は、平成 30 年 10 月 15 日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 12 日政推第 350 号） 

この要領は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月 20 日政推第 119 号） 

この要領は、令和元年９月 20 日から施行する。 

附 則（令和２年２月 19 日政推第 152 号） 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年 11 月４日政第 127 号） 



 

この要領は、令和２年 11 月４日から施行する。 

附 則（令和３年３月９日政第 199 号） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年 10 月８日政第 105 号） 

この要領は、令和３年 10 月８日から施行する。 

  附 則（令和４年３月３日政第 182 号） 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年９月 30 日政第 98 号） 

この要領は、令和４年９月 30 日から施行する。 

附 則（令和５年３月 17 日政第 179 号） 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年９月 26 日政第 102 号） 

この要領は、令和５年９月 26 日から施行する。 



別表１

農　林　水　産　部

番　号 事　　業　　名 番　号 事　　業　　名

1 かんがい排水事業

2 農業用水再編対策事業

3 地域水田農業支援排水対策特別事業

4 経営体育成基盤整備事業（※）

5 土地改良総合整備事業

6 畑地帯総合整備事業

7 中山間地域総合整備事業（生産基盤）（※）

8 中山間地域総合整備事業（生活、一般、広域）

9 農地環境整備事業

10 農道整備事業（※）

11 地域用水環境整備事業

12 ふるさと水と土ふれあい事業

13 防災ダム事業

14 水質保全対策事業

15 　 農村災害対策整備事業

16 農村地域防災減災事業

17 復旧治山事業

18 緊急予防治山事業

19 地すべり防止事業

20 防災林造成事業

21 　 保安林総合改良事業

22 　 流域保全総合治山事業

23 山地災害重点地域総合対策事業

24 流木防止総合対策事業

25 予防治山事業

26 地域防災対策総合治山事業

27 機能強化・老朽化対策事業（※）

28 森林土木効率化等技術開発事業

29 　 林地荒廃防止事業

30 山地防災力強化総合対策事業

31 共生保安林整備事業

32 保安林管理道整備事業

33 県単治山事業（崩壊地復旧）

34 林道整備事業

35 漁港整備事業（※）

36 漁場整備事業（※）

37 漁業集落環境整備事業

38 漁港環境整備事業（※）

39 漁港関連道整備事業

40 海岸高潮対策事業（農村振興局、水産庁）（※）

(※）施設の維持管理を目的とする事業箇所について評価対象外

公共事業評価対象事業一覧



別表１

県　土　整　備　部

番　号 事　　業　　名 番　号 事　　業　　名

1 地域連携道路整備事業(ネットワーク形成型) 41 広域公園整備事業(※）

2 地域連携道路整備事業(地域密着型) 42 流域下水道事業

3 地域道路整備事業(地域密着型) 43 過疎地域公共下水道整備代行事業

4 道路環境改善事業（交通安全施設整備） 44 公営住宅建設事業（公営住宅）(※）

5 交通安全施設整備事業（交通安全施設整備）（※） 45 公営住宅建設事業（特定公共賃貸住宅）(※）

6 道路環境改善事業（交通安全施設整備（自転車道）） 46 港湾改修事業

7 交通安全施設整備事業（交通安全施設整備（道の駅）） 47 港湾施設改良事業(※）

8 道路環境改善事業（無電柱化推進） 48 港湾施設整備事業

9 道路環境改善事業（災害防除）（※） 49 港湾環境整備事業

10 道路災害防除事業(※） 50 空港整備事業(※）

11 道路環境改善事業（防雪・凍雪害防止）（※）

12 凍雪害対策事業（※）

13 県単凍雪害対策事業（※）

14 地域連携道路整備事業（市町村道代行整備）

15 広域河川改修事業

16 総合流域防災事業（河川）

17 床上浸水対策特別緊急事業（河川）

18 治水施設整備事業

19 水辺環境再生事業

20 海岸高潮対策事業（水管理・国土保全局、港湾局）（※）

21 津波危機管理対策緊急事業（水管理・国土保全局、港湾局）（※）

22 三陸高潮対策事業（※）

23 海岸環境整備事業（水管理・国土保全局、港湾局）

24 海岸侵食対策事業（水管理・国土保全局、港湾局）

25 床上浸水対策特別緊急事業（三高）

26 河川総合開発事業（多目的ダム）

27 河川総合開発事業（治水ダム）

28 河川総合開発事業（治水専用ダム）

29 通常砂防事業

30 総合流域防災事業（砂防）

31 火山砂防事業

32 県単砂防事業

33 県単砂防事業（渓流環境整備）

34 地すべり対策事業

35 総合流域防災事業（地すべり）

36 急傾斜地崩壊対策事業

37 総合流域防災事業（急傾斜）

38 県単急傾斜地崩壊対策事業

39 雪崩対策事業

40 都市計画道路整備事業

(※）施設の維持管理を目的とする事業箇所について評価対象外

公共事業評価対象事業一覧



別表２

事後評価
実施年度

事業の種類 事業名 路線名等 箇所名 主な事業内容
総事業費
（千円）

着手
年度

完了
年度

事前
評価
年度

再
評価
年度

港湾施設整備事業 大船渡港
永浜・山口
地区

ふ頭用地37,000m2 4,416,696 H6 R1 － H26

港湾施設整備事業 大船渡港
永浜・山口
地区

ふ頭用地16,000m2
※-7.5m背後

3,920.90 H6 R1 － H25

港湾改修事業 大船渡港
永浜・山口
地区

-7.5m岸壁130m
臨港道路2,020m

1,478.26 H7 H30 － H27

港湾改修事業 大船渡港
永浜・山口
地区

-4m物揚場185m
防波堤265m
船揚場50m

1,478.26 H7 R1 － H27

港湾施設整備事業 大船渡港
永浜・山口
地区

ふ頭用地14,000m2
※-4m背後

399.97 H7 R1 － H27

農業農村整備事業 経営体育成基盤整備事業 六原地区
北上市、
金ケ崎町

区画整理 240.5ha
暗渠排水 230.8ha

3,390,365 H21 R1 H20 -

道路事業
（道路環境）

道路環境改善事業
(交通安全施設整備)

国　２８１号 大川目
歩道設置
L=840m

289,160 H26 R3 H22 -

農業農村整備事業 畑地帯総合整備事業
男神・米沢・湯田
地区

二戸市
畑かん施設　121.3ha
農道　2,940ｍ

1,540,500 H21 R2 H20 －

公共事業事後評価実施計画

【プロジェクト構成事業】
港湾事業

R7

R6


